
実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記載） 具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①①①①
高知県高知県高知県高知県ボラボラボラボラ
ンティア・ンティア・ンティア・ンティア・
ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯセンセンセンセン
ターのターのターのターの機能機能機能機能
のののの拡充拡充拡充拡充

社会貢献活動を推進するた
めの拠点センターとして位置
づけられており、支援策等の
実施にあたっては、連携が
不可欠である。
さらに、災害ボランティア団
体のネットワーク構築や人材
育成など、拠点センター機
能の拡充を図る。

・高知県社会貢献活動拠点
センターの機能拡充(運営費
補助金の助成)

・センター運営費補助金
の助成

・平成26年度補助金予算額：
18,948千円
予算書上３名の職員（2名職員、
1名非常勤）の配置を予定してい
たが、県社協全体の職員配置の
結果、今年度は2名（１名職員欠
員）の体制となった。2月補正予
算で該当人件費分の補助金を
減額予定

・センターの各事業について
は、それぞれの項目で評
価。

計画に掲げる支援策を推進
するため、センター運営費を
引き続き助成する。

・効果的な研修等
によるＮＰＯの基
盤強化と活動促
進

県
（県民生活･
男女共同参

画課）

②②②②
活動場所活動場所活動場所活動場所とととと
してしてしてして活用活用活用活用でででで
きるきるきるきる公共施公共施公共施公共施
設設設設のデータのデータのデータのデータ
整備整備整備整備とととと情報情報情報情報
提供提供提供提供

ＮＰＯの活動拠点や活動場
所として使用できる公共施設
等の情報を整理し、ホーム
ページ等により情報提供す
る。

・県のＨＰでの情報提供（利
用可能施設等）

・こうちボランティア・ＮＰＯ情
報システム「ピッピネット」で
の情報提供（助成金情報
等）

・県のＨＰ
　【その都度更新】

・ピッピネット
　【その都度更新】

【県】
・年度当初に公共施設の情報を
照会・取りまとめのうえ、ＨＰで情
報提供を実施

【センター】
・ピッピネット及びピッピニュース
（毎月発行）を通じて、情報提供
を実施

【センター】
・公共施設等の情報収集

・施設利用による
活動の増加

・ＮＰＯ法人の
20％以上が助成
金収入を得る

県
（県民生活･
男女共同参

画課）

センター

県税の優遇措置を、引き続
き実施する。

・既存の県税優遇措置を、
引き続き実施

○法人県民税･･･収益事業を行
わないNPO法人は申告不用のた

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成26年12月末日時点

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

第3次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策

実施
主体

基本方針Ⅰ 社会貢献活動団体の育成、活動の拡大

③③③③
ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ法人法人法人法人
にににに対対対対するするするする県県県県
税税税税のののの優遇措優遇措優遇措優遇措
置置置置のののの実施実施実施実施

き実施する。
〈現在実施しているＮＰＯ法
人に係る県税の課税免除〉
○法人県民税均等割
○特定非営利活動等に供す
るために無償で譲り受けた
不動産に対する不動産取得
税
○社会福祉法に規定する社
会福祉事業（保育所を除
く）、介護保険法に規定する
居宅サービス事業、その他
県の指定する事業に供する
自動車に対する自動車税
○特定非営利活動等に供す
るために無償で譲り受けた
自動車に対する自動車取得
税

引き続き実施 わないNPO法人は申告不用のた
め、全体の件数および金額は把
握していない。
○不動産取得税・・・０件
○自動車税　　　・・・35件、
                            1,065,600円
○自動車取得税・・・０件

県
（税務課）

１
　
活
動
基
盤
の
整
備



実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記載） 具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

実施
主体

④④④④
ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ法人法人法人法人
会計基準会計基準会計基準会計基準のののの
普及普及普及普及

ＮＰＯ法人の会計報告の質
を高め、活動実態がよりわか
りやすいものとなるよう、ＮＰ
Ｏ法人会計基準の普及を推
進する。
　※NPO法人会計基準
　　　全国のNPO法人が統一した
     ルールで会計報告を作成し、
     活動をわかりやすく伝え、信頼
     と支援を得られるように、NPO
     法人会計基準が策定された。

・会計基準の研修会の実施 　【年１回開催】 ・NPOソフト会計セミナー
　8月21日開催
　17名参加

・2015年3月にセミナーを実施予
定

・タイトルが「活動計算書」と
なっているNPO法人が全体
の49%、このうち「財務諸表の
中身がＮＰＯ法人会計基準
に準拠」している法人は58%
となっている。

・セミナーや相談を通じて、
会計基準の普及と導入を推
進していく。

・NPO法人の
８０％以上が、会
計基準を導入

センター

⑤⑤⑤⑤
中間支援組中間支援組中間支援組中間支援組
織織織織のののの機能及機能及機能及機能及
びネットびネットびネットびネット
ワークのワークのワークのワークの強強強強
化化化化（（（（東部東部東部東部・・・・
西部西部西部西部））））

東部地域、西部地域におけ
る中間支援組織の機能及び
ネットワークを強化することに
より、より地域に根ざした支
援体制を構築する。

・高知県東部ボランティア・Ｎ
ＰＯ交流会の開催

　【年２回開催】 ・奈半利町地域交流会の開催
　10月30日開催
　参加者19名

・室戸市及び黒潮町において
NPO地域ネットワークを開催予定

・高知県東部ボランティア・Ｎ
ＰＯ交流会が2015年1月に解
散。東部地域のネットワーク
づくりを推進してきたが、自
主的な運営が困難。

・センターが中心となって、
小地域（市町村単位等）での
ネットワークづくりを進める。

・東部での中間支
援組織設立

センター

①①①①
社会貢献活社会貢献活社会貢献活社会貢献活
動団体動団体動団体動団体にににに対対対対
するするするする補助補助補助補助、、、、
助成等助成等助成等助成等のののの機機機機

行政が行う各種の補助事業
等のうち、社会貢献活動団
体が実施することで事業効
果が期待されるものについ
ては、積極的にその対象を
拡大し、団体にも補助金等
の活用の機会を確保する。

・県のＨＰでの情報提供（補
助金等）

・ピッピネットでの情報提供
（助成金情報等）

・県のＨＰ
　【年1回更新】

・ピッピネット
　【その都度更新】

【県】
・広くＮＰＯを対象とする補助金を
県庁内、市町村へ照会、とりまと
め、年度当初にＨＰ掲載

【センター】
・ピッピネット及びピッピニュース
（毎月発行）を通じて、情報提供

【センター】
・補助金・助成金を利用する
団体の把握 ・ＮＰＯ法人の

20％以上が補助
金収入を得る

・ＮＰＯ法人の
20％以上が助成

県
（県民生活･
男女共同参

画課）
助成等助成等助成等助成等のののの機機機機
会会会会のののの確保確保確保確保

（毎月発行）を通じて、情報提供
を実施

20％以上が助成
金を得る

センター

②②②②
国国国国、、、、県県県県、、、、民民民民
間等間等間等間等のののの助成助成助成助成
金金金金のののの情報提情報提情報提情報提
供供供供

社会貢献活動団体が活動資
金を確保するため、国、県、
民間等の助成金の情報を整
理し、ホームページ等により
情報提供する。

・県ＨＰでの情報提供（補助
金等）

・ピッピネットでの情報提供
（助成金情報等）

・県のＨＰ
　【年1回更新】

・ピッピネット
　【その都度更新】

同上 同上
・ＮＰＯ法人の
20％以上が補助
金収入を得る

・ＮＰＯ法人の
20％以上が助成
金を得る

県
（県民生活･
男女共同参

画課）

センター

③③③③
認定認定認定認定ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ
法人法人法人法人へのへのへのへの移移移移
行促進行促進行促進行促進

認定NPO法人のメリット（税
制優遇等）をアピールし、認
定ＮＰＯ法人への移行を促
進する。

・ＮＰＯ法人向けの認定取得
セミナー等の実施

　【年２回開催】 ・NPO基礎講座（認定編）を7月9
日に開催
　参加者４名
・2014年12月31日時点の認定
NPO法人数は7法人

・認定NPO法人のメリットなど
の情報発信

・セミナーやピッピネットなど
を通じて、認定NPO法人のメ
リットのPRを実施 ・５年間で10団体

の認定ＮＰＯ法人
追加

センター

２
　
財
政
基
盤
の
整
備



実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記載） 具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

実施
主体

①①①①
学校教育学校教育学校教育学校教育、、、、
社会教育社会教育社会教育社会教育でででで
のののの取組取組取組取組

学校教育や社会教育の場な
どで社会貢献活動について
の知識の普及を行う。

・ボランティア学習の推進に
向けた講座の開催（教員・市
町村社協職員向け）

・ボランティア学習の推
進に向けた講座（教員・
市町村社協職員向け）
　【年１回開催】

・関係機関にシニア向け
活動事例のパンフレット
を配布
　【年１回配布】

・福祉教育の学校教育における
位置付けや今後の推進方策を
検討（5回開催）
・福祉教育・ボランティア学習実
践講座を8月8日（火）に開催
　参加者：18名

・講座に教職員の参加が少
ない
・今後の福祉教育の展開方
法と連動したプログラムを検
討

・福祉教育やボランティア学
習の取り組みを学校に啓発
・福祉教育・ボランティア学
習の企画・コーディネートを
担う市町村社協職員の育成
を強化

・ボランティア学習
を推進する人材を
育成

・アクティブシニア
の社会貢献活動
への参加

センター

②②②②
ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ運営運営運営運営
関係関係関係関係のののの各種各種各種各種
講座講座講座講座のののの実施実施実施実施

ＮＰＯ法人の運営に必要な
知識等を学ぶ機会として各
種講座を開催する。

・ＮＰＯ実務講座の開催

・NPO経営塾及びＮＰＯ経営
研究会の実施

・ＮＰＯ実務講座
　【年４回開催】

・NPO経営塾及びＮＰＯ
経営研究会
　【年各６回開催】

・NPO実務講座
①会計初級
　6月14日　9団体12名
②税務編
　6月28日　7団体10名
③法務編
　5月15日　3団体4名
・NPO経営塾
①助成金申請
　参加者：10団体12名
②組織運営
　2015年1月～2月実施予定
・NPO経営研究会
　第1回　5月28日　12名
　第2回　7月23日　13名
　第3回　9月24日　７名
　第4回　11月26日　11名
　第5回　1月28日

・実務講座の過去5年の受講
率
　会計初級…11.7%
　税務編…11.7%
　法務編…7.9%
　労務編…5.0%
・事業規模の小さな法人の
受講率が低い

・講座を案内するターゲット
を明確化
・相談業務と連動した広報
・法務・労務編については内
容再考

・ＮＰＯ法人の
25％以上が受講
済みとなる

・毎年新規参加４
団体

センター

３
　
人
材
育
成

拡充拡充拡充拡充

　第5回　1月28日

③③③③
地域活動地域活動地域活動地域活動のののの
担担担担いいいい手手手手となとなとなとな
るるるる人材人材人材人材のののの発発発発
掘掘掘掘、、、、育成育成育成育成

地域の核となる人材に、社
会貢献活動に参加してもら
い、理解してもらう。
退職後の団塊世代（アクティ
ブシニア）に社会貢献活動
に参加してもらい活躍の場を
提供する。

・関係機関にシニア向け活
動事例のパンフレットを配布

　【年１回配布】 ・ボランティアガイダンス（7月19
日開催）や高知県立図書館
（2014年12月）等でパンフレット
の配布

・退職後の団塊世代に対す
る広報手段の検討

・アクティブシニア
の社会貢献活動
への参加

センター



実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記載） 具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

実施
主体

①①①①
インターインターインターインター
ネットネットネットネット掲示掲示掲示掲示
板板板板をををを活用活用活用活用しししし
たたたた情報交換情報交換情報交換情報交換

こうちボランティア・ＮＰＯ情
報システム「ピッピネット」やＳ
ＮＳ（※）を介した情報交換
の場を設ける。

・ピッピネットの運営 　【その都度更新】 ・ピッピネット及びtwitterにより随
時情報発信

・ソーシャルメディアの効果
的な活用

・ＮＰＯ間の相互
理解の増進

センター

②②②②
ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ同士同士同士同士
のののの交流交流交流交流のののの場場場場
づくりづくりづくりづくり

ＮＰＯ同士のつながりや連携
を深めるための交流の場を
設ける。

・ＮＰＯフォーラムの開催

・高知県東部ボランティア・Ｎ
ＰＯ交流会の開催

・東部、西部での研修会・交
流プログラムの開催

・ＮＰＯフォーラム
　【年１回（２００人）開催】

・高知県東部ボランティ
ア・ＮＰＯ交流会
　【年２回開催】

・東部、西部での研修
会・交流プログラムの開
催
　【年各２回開催】

・NPOフォーラム
　11月29日（土）開催
　149名参加

・奈半利町地域交流会の開催
（再掲）
　10月30日開催
　参加者19名

・室戸市及び黒潮町において
NPO地域ネットワークを開催予定
（再掲）

・フォーラムなど各種ネット
ワークづくりの機会の広報強
化

・高知県東部ボランティア・Ｎ
ＰＯ交流会が2015年1月に解
散。（再掲）

・フォーラムと他のセミナー・
相談事業との連携
・実行委員会に大学生など
の若者の参画
・センターが中心となって、
小地域（市町村単位等）での
ネットワークづくりを進める。
（再掲）

・ＮＰＯ間の相互
理解の増進

・東部地域での中
間支援組織設立

・東部でのＮＰＯ
増加

中間支援組
織

センター

　※ＳＮＳ･･･ Ｓocial Ｎetworking Ｓerviceの頭文字をとった表現で、 個人間のコミュニケーションを促進し、社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサービスのこと。
                    趣味、職業、居住地域などを同じくする個人同士のコミュニティーを容易に構築できる場を提供している。

４
　
団
体
相
互
の
交
流
連
携


